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論 文 要 旨

鳥取県の二級河川由良川では、近年、河川改修や海面上昇の影響を受けて塩水遡上が拡大し、農業用水取水への

影響が見られている。本検討では、準三次元塩水遡上数値解析モデルを用いて、塩水遡上機構を分析したうえで、

従来検討されていた取水堰よりも大幅にコスト低減が期待できる表層取水装置による対策を提案するとともに、実

機サイズの装置を用いた現地実証実験を行い、安定的に表層の淡水を取水できることを確認した。また、シミュレ

ーション結果を活用し、塩水遡上拡大の要因が河川改修だけでなく、海面上昇の影響を受けていることをわかりや

すく説明する資料を作成することで、河川管理者と農業関係者の協力体制を構築することができた。 

  キーワード：塩水遡上、気候変動、農業用水、河川改修、準三次元数値解析 

ま え が き

鳥取県の二級河川由良川では、河川整備基本方針(H14.8)、

河川整備計画(H21.12)1)に沿って図－ １のように河川改修

を進めている。しかし近年、塩水遡上範囲が拡大し、図－ ２

に示すように潮位が高くなる夏季に農業用水取水(原ポンプ

場)への影響がみられ始めているため、残る改修予定箇所の改

修が進められていない。また、図－ ３に示すように、河川改

修に着手した1988年頃と比較して年平均潮位が18cm程度上

昇しており、これも塩水遡上拡大の原因の一つとなっている

可能性がある。 

これに対し鳥取県では、これまで取水堰の新設が検討され

てきた。しかし、取水堰は確実に塩水遡上の影響を回避する

ことができる一方、治水・汽水環境への影響が生じる可能性

や、維持管理の負担が非常に大きい等の課題がある。 

以上をふまえて、本検討では塩水遡上機構を分析したうえ

で、最適な対応策として小規模な表層取水装置を提案し、実

証実験により現地への適用性を確認した。また、塩水遡上の 

図－ １ 由良川縦断図(河川改修の状況) 

影響を将来に渡って回避するために、河川管理者と農業関係

者の役割分担や協力して実施すべき事項をとりまとめた「塩

水遡上対策実施計画書」を立案した。 

１．経済性・実現性に優れた表層取水装置の提案 
（１）準三次元塩水遡上数値解析モデルによる予測 
由良川における最適な塩水遡上対策を検討するため、準三 

図－ ２ 潮位・塩化物イオン濃度の経時変化(R1.6～9) 

図－ ３ 年平均潮位の経年変化(境) 
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表－ １ 準三次元塩水遡上数値解析モデルの概要 

 
次元塩水遡上数値解析モデルを構築し、今後の河道改修およ

び海面上昇を想定した、将来の塩水遡上の特性を予測した。 

モデルの概要を表－ １、図－ ４に示す。モデルは連続式、

運動方程式、拡散方程式および密度の状態方程式で構成され

る 2)。精度確認は、近年の中でも塩水遡上が大きかった2017

年7～8月の再現計算により実施した。 

図－ ５のように、計算値は潮位・流況による変化や、弱混

合(淡水と塩水があまり鉛直混合しない塩水遡上の形態)で遡

上する塩水の挙動を良好に再現できている。 

また、現在の由良川における塩水遡上は、図－ ５下に示す

ように弱混合であるが、予測の結果、河川改修後も表層には

淡水が残存し取水可能であることが予測された(図－ ６)。 

 

（２）対策案の検討 
上記の予測結果をふまえて、由良川における塩水遡上の対

策案として、表層取水装置(図－ ７)を提案した。この装置は、

従来小規模なダムの濁水対策として使用されていた取水装置

に着想を得て、塩水遡上対策として適用することを本検討に

おいて考案したものである。装置は、上向きに配置した取水

口がフロートにより河川水位に追随することで、表層に残存

する淡水のみを取水する仕組みである。既存の農業用水取水

用のポンプに直接接続できる小規模な装置であるため、取水

堰等と比較して大幅にコストを低減でき、治水や汽水環境へ

の影響も回避できる。 

検討にあたっては、一般的な取水堰(本川下流部で塩水を遮

断)による対策やため池(河川からの取水が不可となる際の代

替水源)を別途設ける対策、舞鶴市等で事例のある取水堰の代

わりに簡易な防潮幕を設置する対策等と比較評価の上、表層

取水装置を最適案として選定した(表－ ２)。ただし、図－ ６

に示すように基本方針河道-将来潮位の条件(「３．（２）塩

水遡上拡大に対する寄与度の分析」を参照)では、表層におい

ても塩化物イオン濃度が取水停止基準を上回る日数が多くな

ると予測される。このため、表層取水装置による対策後にお

いてもモニタリングを継続し、新たに影響が生じる状況とな

る場合は、将来対策として防潮幕やため池等の導入を追加検

討する必要がある。 

 
図－ ４ 準三次元塩水遡上数値解析モデルの概要 

 
(上：底層、下：鉛直分布) 

図－ ５ モデルの現況再現計算結果(円城寺川合流部) 

 
(上：取水口高(T.P.-1.0m付近)、下：表層) 

図－ ６ 塩化物イオン濃度予測結果(原ポンプ場) 

 
図－ ７ 表層取水装置のイメージ 
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表－ ２ 由良川における塩水遡上対策の比較評価 

 
２．現地実証実験による適用性確認 
（１）実験の方法 
表層取水装置を農業用水取水の塩水遡上対策として使用し

た前例がないため、実際の原ポンプ場の取水量に応じたサイ

ズの実験装置を試作した。 

実験装置は、表層の淡水のみを安定して取水可能とする取

水深や、気泡の混入なく取水可能なパレット深さ等の諸元を

設定するため、フロート位置やパレット段数等が可変となる

構造とした(図－ ８、図－ ９左)。なお、取水装置の越流長

(パレット外枠の外周長)は、原ポンプ場の取水量 8.7m3/min

を取水深(越流水深)5cm で取水可能な越流長を刃型堰の越流

公式で求めた値(7.0m)とした。取水深5cmは極力表層の淡水

のみを取水できるように設定した値である。 

実験は、図－ ９右に示すように、原ポンプ場前の河道内に

おいて塩水が遡上しており、水深 20～30cm より下層で農業

用水の取水停止基準である塩化物イオン濃度5,000mg/Lを超

過しているタイミングで実施した。 

 

（２）実験の結果 
実験の結果、表－ ３に示すように、取水深が大きい 30cm

のケースにおいても、水深 30cm 以深に存在する高濃度の塩

水を取水することなく、表層の淡水を取水できる結果となっ

た。実験時は、現状の原ポンプの取水深付近の塩化物イオン

濃度が13,000～14,000mg/L程度の高濃度となっていたが、取

水された水の塩化物イオン濃度は農業用水の取水停止基準

5,000mg/L を下回っており、表層取水により取水が可能とな

ることが確認できた。 

常時安定した取水の実現性については、取水深5cmとした

場合は、取水量に対してパレット内に越流する水が不足し、

パレット内の水位が低下するため、装置全体が浮上して取水

不可となった。また、取水深10cmのケースでも、取水が不安

定になる場合が見られたことから、越流長を大きくするか、

取水深を20cm程度とすることが望ましい。 

 
図－ ８ 実験装置(表層取水装置)の構造 

 

 
図－ ９ 左：実験装置、右：実験条件(塩化物イオン) 

 
表－ ３ 実験結果(取水深別の塩化物イオン濃度) 

 
  

費用
※1 効果 その他留意事項 選定

取水堰
初期：△440百万円(1基)

維持：×11百万円/年

○構造上、塩水遡上を完全に抑制でき

る。

△建設期間が長い

△施設操作による浸水被害拡大等のリスク

△地下水や生物生息環境、土砂堆積への影響

×

防潮幕
初期：○8.7百万円(1箇所)

維持：△4.4百万円/年

△塩水遡上を大きく低減できる(事例

　有)。ただし、現地実験による由良

　川への適用性確認が必要。

△架設・撤去の負担が大きい

△施設操作による浸水被害拡大等のリスク

△地下水や生物生息環境、土砂堆積への影響

△

【将来】

ため池

初期①：×6,026百万円
※2

初期②：△440百万円
※2

維持：○取水ポンプの費用程度

○取水不可日数分の容量を確保できれ

ば、将来の海面上昇にも対応可能
△事業期間が長い

△

【将来】

表層

取水

初期：○90百万円(5箇所)

維持：○1.7百万円/年

△河川改修(整備計画河道)による影響

　を概ね低減できる。河川改修(基本

　方針河道)および将来潮位に対して

　は、さらなる対策が必要。

△適切な諸元・運用方法を検討するための現

　地実験および農業関係者への説明・理解が

　必要

〇

【当面】

※1 維持管理費には施設更新費含む(取水堰の耐用年数は30年、防潮幕は10年、表層取水は20年を想定)

※2 初期①：整備計画河道・現況潮位
※3

で取水不可となる日数分のため池容量を確保する場合(850,000m
3
)

　  初期②：基本方針河道・将来潮位
※3

で表層取水単独では取水不可となると予測される日数分のため池容量を確保する場合(62,000m
3
)

※3 河道および潮位の条件は「３．（１）塩水遡上拡大に対する寄与度の分析」を参照

30cm 20cm 10cm

3,332 4,954 2,973

 水深0cm 2,373 2,856 2,784
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パレット深さについては、浅いほど取水口上部に渦が発生

し、エアの混入がみられたことから、パレット深さは30cm程

度とする必要がある。 

 

３．農業者との協力体制構築 
（１）塩水遡上拡大に対する寄与度の分析 
由良川では、過去に河道改修を実施した際に塩水遡上の問

題が顕在化したため、農業関係者から河川管理者に対して対

策を求めていた。一方で河川管理者は、今後も海面上昇が継

続すると予測される中で塩水遡上対策を進めるためには、農

業関係者との協力体制の構築が必須であると考えていた。 

そこで本検討では、上記で構築したモデルを用いて、河道

条件(①改修前、②現況河道、③整備計画河道、④基本方針河

道)と潮位条件(①過去潮位(現況-18cm)、②現況、③将来潮位

(現況+42cm))を変化させたシミュレーションを行うことで、

塩水遡上拡大に対するそれぞれの寄与度を定量的に示した。

なおここでは、最下流の取水地点である原ポンプ場の塩化物

イオン濃度が取水停止基準を超過する日数を指標として評価

した。また、将来潮位はIPCC SROCC 2019がRCP2.6のケース

で予測している 2100 年時点の海面上昇量 3)を用いて設定し

た。 

シミュレーションの結果、人為由来(河道改修：①改修前→

②現況河道)と自然由来(海面上昇：①過去潮位→②現況潮位)

の影響は同程度(図－ １０中の A)、人為由来(河道改修：②

現況→④基本方針)と自然由来(海面上昇：②現況潮位→③将

来潮位)による塩水遡上拡大に対する影響は同程度(図－ １

０中のB)であることが示された。 

 

（２）塩水遡上対策実施計画書の立案 
上記のシミュレーション結果を整理し、河川改修だけでは

なく、今後想定される海面上昇によっても塩水遡上が拡大す

る可能性が高いことをわかりやすく説明した。その結果、鳥

取県では河川管理者と農業関係者の協力体制を構築すること

ができた。 

協力体制の構築にあたっては、塩水遡上の影響を将来に渡

って回避するために必要な、河川管理者と農業関係者の役割

分担や協力して実施すべき事項をとりまとめた「塩水遡上対

策実施計画書」を立案した。当面の対策として進める表層取

水装置による対策においては、装置の設置・モニタリングは

河川管理者、維持管理・更新を農業関係者が行うこととして

いる。モニタリングでは、装置設置後の効果を把握するとと

もに、河道改修や海面上昇の影響を確認し、追加対策の必要

性判断の根拠資料として活用することを想定している。 

 
(原ポンプ場取水停止日数の予測結果) 

図－ １０ 塩水遡上拡大への人為・自然由来の影響分析 

 

あ と が き 
本検討では、由良川の塩水遡上の機構をふまえて、従来検

討していた取水堰よりも大幅にコスト縮減が可能な表層取水

装置による対策を提案し、現地実証実験によりその適用性を

示すことができた。また、準三次元塩水遡上数値解析モデル

を用いたシミュレーションにより、塩水遡上拡大に対する人

為由来と自然由来の寄与が同程度であることをわかりやすく

説明することで、河川管理者と農業関係者が協力して対応す

ることの必要性を示した。 

現在は、現地への実装に向けて、既設ポンプ場の条件等を

ふまえながら、装置の諸元検討や詳細設計等を行っていると

ころである。 

全国には、同様の課題を持つ水域が多数あると想定される

ため、今後、由良川において本装置が実装され、その有効性

が実証されれば、他水域への展開も期待できる。 

最後に、本検討では鳥取県中部総合事務所から多大なる協

力を得た。ここに記して感謝の意を表する。 
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